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	規制改革会議が「労使双方が納得する雇用終了の在り方」に
関する意見書を公表


（連合）【労働規制問題ニュース　第32号】

規制改革会議が「労使双方が納得する雇用終了の在り方」に関する意見書を公表 

政府の規制改革会議は３月25日、「労使双方が納得する雇用終了の在り方」に関する意見書を公表した。

　この意見書は、「紛争解決の早期化と選択肢の多様化を目指して」という副題の下、雇用終了時における紛争の解決に関し、「（現在ある多様な解決手段を）利用者の視点からより使いやすく納得感の高いものにする」ことを改革のポイントにあげている。その上で、今後取り組むべき課題として、①都道府県労働局が行うあっせんへの参加を促す方策、②労働委員会の機能活用・強化と司法的解決との連携、③裁判所の訴訟における解決の選択肢の多様化に向けた解決金制度の検討、という３点を指摘している。（意見書の具体的な内容は、以下のとおり。）　　
【意見書の概要】

１．改革の視点

　・　雇用終了時における紛争が生じた場合には、早期に納得のいく解決が得られることが、働く者にとってきわめて重要。

　・　しかし、現在の紛争解決システムは解決までの期間や解決金がまちまちで紛争解決の予測可能性が低く、労使双方の雇用終了への対応に歪みをもたらしている。

２．改革のポイント：利用者の視点からより使いやすく納得感の高いものに

　・　現在ある多様な解決手段がより有効に活用され、利用者の視点からより使いやすく、かつ労使双方が納得する早期解決が実現するようにすることが必要。

３．今後取り組むべき課題

（１）都道府県労働局が行うあっせんへの参加を促す方策

　・　都道府県労働局が行うあっせんについて、使用者の自発的参加を促す方策を検討すべき。

（２）労働委員会の機能活用・強化と司法的解決との連携

　・　労働委員会の機能（あっせん等）を活用しやすくし、さらに強化すべき。また、司法的解決（和解による解決等）を目指す場合も労働委員会の機能を効果的に活用できるよう、その方策を検討すべき。

（３）裁判所の訴訟における解決の選択肢の多様化に向けた解決金制度の検討

　・　解雇無効時において、現在の雇用関係継続以外の権利行使方法として、金銭解決の選択肢を労働者に明示的に付与し（解決金制度の導入）、選択肢の多様化を図ることを検討すべき。この制度は、労働者からの申し立てのみを認めることを前提とすべき。

　・　紛争当事者の行動に及ぼす影響に十分留意しつつ、検討を進めるべき。

　　以上の検討項目について、労使の代表者、厚生労働省などの関係省庁、関係会議体が密接に連携して検討を開始し、結論を得るべき。

　上記提言のうち「解雇の金銭解決制度の導入」に関する提言については、特に大きな問題があると言わざるを得ない。

　そもそも「解雇の金銭解決制度」には、①不当解雇が行われた際にたとえ労働者が職場復帰を望んだとしてもその道が閉ざされることとなりかねず、労働者の尊厳が傷つけられることとなる制度である、②金銭解決を認めることは「金銭さえ支払えば解雇できる」との風潮を広める懸念がある、といった問題点があることから、こうした制度導入は許されるものではない。

　また、今回の提言では、「労働者側に金銭解決の選択肢を付与する」との考え方にたって「労働者側からの申し立てのみを認めることを前提とすべき」とされているが、労働者側のみに申し立て権を認める制度設計を行ったとしても、次のような問題点を指摘しうることから、そうした制度導入にもやはり賛成することはできない。

①　労働者は、本人が望めば、現在でも裁判上の和解や労働審判制度において金銭解決を求めることが可能であるため、あえて金銭解決できる制度を創設する必要がない。

②　解雇事案はそれぞれの事案ごとに違法性の程度や背景が異なるにもかかわらず、仮に解決金の基準が一律に設定されてしまった場合には、個々の労働者がその不当な解雇でどのような精神的ダメージを受けたのか等を考慮したうえで解決金額を決定することができないことになるため、労働者にとって真に納得できる解決とはならない懸念がある。

③　いったん制度が導入されてしまえば、その後、使用者にも申し立て権が認められるといった規制緩和がなされる懸念がある 。

　なお、この意見書は、規制改革会議における議論内容を取りまとめたものであり、この内容が直ちに閣議決定される訳ではないが、本年６月頃に閣議決定されることが見込まれる日本再興戦略（再改定）や規制改革実施計画において本意見書で提起された内容が盛り込まれる懸念は大きい。したがって、連合は、引き続き、政府の動向を注視していくとともに、構成組織・地方連合会と一体となって「解雇の金銭解決制度」の導入に反対していく。
以上
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